
※

( ) 局 － 番

( ) 局 － 番

1 土木工事業 8 電気工事業 15 板金工事業 22 電気通信工事業

2 建築工事業 9 管工事業 16 ガラス工事業 23 造園工事業

3 大工工事業 10 ﾀｲﾙﾚﾝｶﾞﾌﾞﾛｯｸ工事業 17 塗装工事業 24 さく井工事業

4 左官工事業 11 鋼構造物工事業 18 防水工事業 25 建具工事業

5 とび・土工工事業 12 鉄筋工事業 19 内装仕上工事業 26 水道施設工事業

6 石工事業 13 舗装工事業 20 機械器具設置工事業 27 消防施設工事業

7 屋根工事業 14 しゅんせつ工事業 21 熱絶縁工事業 28 清掃施設工事業

29 解体工事業

入札(見積)に参加を希望する建設工事の種類

(1) (2) (3)

(注)1． ※印は記入しないで下さい。

2． 業種別欄は○印を付すること。この表以外の業種の場合は番号附記し記入のこと。

3． 「入札(見積)に参加を希望する建設工事の種類」の欄は許可を受けた建設工事で、かつ

経営事項審査を受けた建設工事のうちから入札(見積)に参加を希望する順番を3業種のみ

記入すること。

住 所

(ふりがな)

商 号

(ふりがな)

代表者氏名

※

受 付 番 号

代表 者氏名

住 所

商 号

)

番

番 電　話

 ＦＡＸ

(

(

局 －

) 局 －

 電　話

 ＦＡＸ

※

受 付 者 印

－

受付番号入札参加資格審査申請書受付票

 郵便番号

 郵便番号

－
許可建設工事の種類



2.

部局名

※
 申請者
 の規模

　　　　　年度において、貴　　　　　　で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

様式 1

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事） 新規

更新

許　可許可番号

建 設 業

の 種 類

大臣

知事

一　般

特　定
第 号

1.

建設業

10 114 981 2 3 5

21 2217

6 7

12 13 14 15 16

商号又は名称

ふ り が な

代 表 者 氏 名

ふ り が な

担 当 者 氏 名

㊞

殿 住 所

ふ り が な

ふ り が な

(注) 　※欄については、記入しないこと

番

番

)

)

局

局

－

－

電話番号

FAX 番 号

:

:

(

(

申請を希望する

（郵便番号）

許可を受けている

年 月 日

18 19 20

解電土 建 大 左 と 板 ガ 塗 防石 屋 内 機管 タ 鋼 筋 ほ しゅ 消 清井 具 水絶 通 園

（一　般）

（特　定）



記 載 要 領

「創業後の沿革」の欄には、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休止、営業の再開、賞罰（行政処分等を含む。）

建設業の最初の登録及び許可等を記載すること。

営　　業　　の　　沿　　革

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

日

年 月 日

年 月

日

年 月 日

年 月

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

日

日

年 月 日

年 月

明・大・昭・平・令

創

業

後

の

沿

革

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

年 月

明・大・昭・平・令

明・大・昭・平・令

日

年 月

創　　　　　　　　　　業 明・大・昭・平・令



様式　3

(建設工事の種類)

県

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

記 載 要 領
1. 本表は、建設業法に規定する建設工事の種類ごとに作成すること。
2. 本表は、一般競争および指名競争参加資格申請書提出直前2年間の主な完成工事および着工した主な未完工事について記載すること。
3. 下請工事については、｢注文者｣の欄には、元請業者名を記載し、｢工事名｣の欄には、下請工事名を記載すること。
4. ｢請負代金の額｣は、消費税抜きの金額を記載すること。

元請・下請

元請・下請

元請・下請

元請・下請

元請・下請

元請・下請

千円

元請・下請

元請・下請

元請・下請

元請・下請

年 月

月年

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

請負代金の額
配 置 技 術 者
氏　　　　　名

完成又は完成予定年月

着 工 年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

工事

工　事　経　歴　書

工 事 場 所

の あ る

都 道 府 県 名

及 び 市 町 村 名

工　　　事　　　名
元 請 又 は
下 請 の 区 別注　文　者　名



様式　4

(主たる営業所)

(その他の営業所)

記載要領

1． ｢名称｣の欄には、本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所を記載すること。

2． ｢許可を受けた建設業｣の欄には、当該営業所において営業(契約)する建設業を、様式1の｢許可を受けている建設業｣

の｢建設業の種類｣の欄に表示した建設業の種類の略号で記載すること。

計 箇所

営　業　所　一　覧　表

名　　　　称 許 可 を 受 け た 建 設 業

一　　　般特　　　定

(郵便番号)　所　在　地 電　話　番　号



(単位：千円)

記 載 要 領
1. この表には完成工事の請負金の額を記載すること。
2. ｢許可に係る建設工事の施工金額｣の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載すること。

 第　　　期
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　から
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　まで

下　　請

計

合　　　計

千円

注文者の
区　　分

元
請

官公庁

民　間

千円

許 可 に 係 る 建 設 工 事 の 施 工 金 額 そ の 他 の
建設工事の
施 工 金 額工事

千円 千円 千円 千円

工事 工事 工事 工事

 第　　　期
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　から
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　まで

元
請

官公庁

計

下　　請

民　間

民　間

官公庁

 第　　　期
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　から
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　まで

元
請

官公庁

計

 第　　　期
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　から
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　まで

計

下　　請

元
請

下　　請

民　間

千円

営　 業　 年　 度

直前2年の各営業年度における工事施工金額



記載要領
1． 取得金額がおおむね30万円以上のものを記載すること。

名　　称 種　　類 能　　力 所 有 数 量番号 種　　類 能　　力 所 有 数 量番号 名　　称

営　 業　 用 　機　 械　 器 　具



受付番号

(注)※印欄は記入しないこと。

本社の名称 代表者名 本社の所在地 ＴＥＬ( )

支店(営業所等)の名称及び所在地 ＴＥＬ( )

才 年 月

才 年 月

マカダムローラー 才 年 月

タンデムローラー 才 年 月

才 年 月

才 年 月

才 年 月

※2． 人

才 年 月

才 年 月

才 年 月

才 年 月

才 年 月

才 年 月

※1． ※3．

※4． ※5．

※6． ※7．

（注)「品名」欄は、償却資産申告書の種類別明細書と合致すること。オペレーター、舗装主任技術者について記入できない場合は別紙作成し記入すること。

　　年 度 舗 装 業 者 表

コ ン ク リ ー ト カ ッ タ ー

デ ィ ス ト ロ ビ ュ ー タ ー

チ ッ プ ス プ レ ヤ ー

散 水 車

バ イ ブ ロ プ レ ー ト

ア ス フ ァ ル ト フ ィ ニ ッ
シ ャ ー

数 値 小 計

※照合 ※数値 氏　　名

グ レ ー ダ ー

バ ッ ク ホ ー ( ユ ン ボ )

ス プ レ ヤ ー

振 動 ロ ー ラ ー

タ イ ヤ ロ ー ラ ー

舗
　
装
　
工
　
事
　
用
　
機
　
械
　
器
　
具

備
　
考

ロ ー ド

ローラー

オ
　
ペ
　
レ
　
ー

　
タ
　
ー

舗
 

装
 

主
 

任
 

技
 

術
 

者

品　　　　名 経験年数名　　　　称

氏　　名 年 令 経験年数

型　　　　式 数　量 年 令

機 械 等 評 点

主 観 的 評 点

数 値 合 計

客 観 的 評 点

評 点 合 計

数 値 小 計



記載要領

「政府関係金融機関」の欄には、国民金融公庫、住宅金融公庫、中小企業金融公庫、日本輸出入銀行または日本開発銀行等について記載すること。

各金融機関とも本社、本店、支所、支社、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。

(例　○○銀行○○支店)

1．

2．

政 府 関 係 金 融 機 関

普 通 銀 行

長 期 信 用 銀 行

相 互 銀 行

商 工 組 合 中 央 金 庫

信用金庫・信用協同組合

主　要　取　引　金　融　機　関　名

そ の 他 の 金 融 機 関



令和 年 月 日

1．右上の□の中には氏名の頭文字を、〇の中には続く第二文字をひらがなで記入して下さい。

2．預金の種別は、当座・普通等のように記入して下さい。

3．預金通帳に記載してある預入人の名義は、職名等がついているときは氏名だけでなく職名等も

   正確詳細に記入して下さい。

4．印鑑は請求書に押印するものと同一の印鑑を押印して下さい。

5．新しく預金口座を設けられる方は、口座を設定してから提出して下さい。

6．記載事項に変更があるときは、あらためて口座振込申請書を提出して下さい。

備

考

貴土地改良区から受ける支払金は、下記金融機関へお振り込み下さい。

なお、下記記載事項の変更を届け出ないかぎり、毎年度引き続き口座振込の方法に

よって下記へ払い込み下さるよう依頼いたします。

殿

郵便番号

職 氏 名

ふ り が な

電話番号

住 所

口　座　振　込　申　請　書

記

銀 行 の 名 称

預金の種別及び
口 座 記 号 番 号

預 金 通 帳 に
記 載 し て あ る
預 入 人 の 名 義

㊞



1.使用印は法人にあっては法人の印および代表者の印を捺印すること。

2.証明官庁発行様式の印鑑証明書を添付すること。

使用印

代 表 者

実印

使　　用　　印　　鑑　　届

実印

年 月 日

住 所

商号又は名称

令和

上記の印鑑は、入札見積りに参加し、契約の締結ならびに代金の

請求および受領のために使用したいのでお届けします。


